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職種限定合意が認められる場合の配転命令の可否

事実の概要

　Ｙ（被告、控訴人・被控訴人、被上告人）は、滋
賀県に設置された社会福祉法人である。Ｙの運営
する滋賀県立長寿社会福祉センター内にあるＡ
（滋賀県福祉用具センター）は、高齢者や身体障害
者に適合した福祉用具の普及を目的とする施設で
あり、施設内に展示室や福祉用具の改造・製作サー
ビスを提供する工作室を備えている。Ｘは、一級
技能士（機械保全、プラント配管）、職業訓練指導
員（機械科、塑性加工科、溶接科）、中学校教諭二
種技術、社会福祉主事任用資格、ガス溶接作業主
任者、フォークリフト他の資格・免許を有してい
る。Ｘは、平成 13 年 4 月、Ａの所長から、溶接
ができる機械技術者を募集しているとの理由で、
Ａでの勤務の勧誘を受け、採用試験を受けた。そ
して、同年 4月 1 日からＹに正規職員として雇
用され、Ａにおいて福祉用具の改造・製作、技術
開発を行う主任技術者として、18 年間勤務して
きた。その間、Ｘは、Ａにおいて溶接ができる唯
一の技術者であった。
　平成 23 年度以降、Ａにおける改造・製作の実
施件数は、既存の福祉腰部を改造する需要が激減
したことから減少するようになり、平成 9年度
から平成17年度までの間は多い年度では193件、
少ない年度では 66 件であったところ、令和 2年
度は 3件となった。
　平成 31 年 3 月 25 日、人事異動の内示が発表
され、Ｘは技術職から総務課に配転されることが
明らかになった。当時、Ａにおいては、総務担当
者が病気により急遽退職し、総務課が欠員状態と

なったことから、総務担当者を補填する必要が
あった。Ｙは、Ｘに対して、同年 4月 1 日付け
で総務課施設管理担当への配転を命じた（本件配
転命令）。これに対して、Ｘは、Ｙに対して、本
件配転命令がＸＹ間の職種限定合意に反するもの
であり違法であるなどとして損害賠償等を求めて
提訴した。
　一審（京都地判令 4・4・27 労判 1308 号 16 頁）
および原審（大阪高判令 4・11・24労判 1308 号 20頁）
は、ＸとＹの間には、Ｘの職種を技術者に限ると
の書面による合意はないが、ＸがＹの福祉用具の
改造・製作、技術開発を行わせる技術者として就
労させるとの黙示の職種限定合意を認めた。しか
し、既存の福祉用具を改造する需要が激減し、福
祉用具の改造・製作をやめたこと、総務課の担当
者が退職し、総務課が欠員状態となったことなど
から、Ｘの解雇を回避するためには、Ｘを総務課
の施設管理担当に配転することにも業務上の必要
性があり、施設管理担当の業務内容は負荷も大き
くなく、本件配転命令が甘受すべき程度を超える
不利益をＸにもたらすとまでは認められず、不当
な動機・目的もないとして、権利濫用を否定した。
そこで、Ｘが上告した。

判決の要旨

　一部破棄・差戻し。
　「労働者と使用者との間に当該労働者の職種や
業務内容を特定のものに限定する旨の合意がある
場合には、使用者は、当該労働者に対し、その個
別的同意なしに当該合意に反する配置転換を命ず
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る権限を有しないと解される。上記事実関係等に
よれば、ＸとＹとの間には、Ｘの職種及び業務内
容を本件業務に係る技術職に限定する旨の本件合
意があったというのであるから、Ｙは、Ｘに対し、
その同意を得ることなく総務課施設管理担当への
配置転換を命ずる権限をそもそも有していなかっ
たものというほかない。
　そうすると、ＹがＸに対してその同意を得るこ
となくした本件配転命令につき、Ｙが本件配転命
令をする権限を有していたことを前提として、そ
の濫用に当たらないとした原審の判断には、判決
に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反があ
る。」
　本件損害賠償請求に係る部分は破棄を免れず、
「本件配転命令について不法行為を構成すると認
めるに足りる事情の有無や、ＹがＸの配置転換に
関しＸに対して負う雇用契約上の債務の内容及び
その不履行の有無等について更に審理を尽くさせ
るため、本件を原審に差し戻すこととする。」

判例の解説

　一　本判決の意義
　本件は、技術職として 18 年間勤務した労働者
に対し、当該労働者が従事していた職種の廃止を
理由にそれまでとはまったく異なる職種（総務課
の施設担当者）への配転が命じられた事案である。
一審および原審は、技術者として就労させるとの
黙示の職種限定合意を認めたものの、総務課への
配転命令には業務上の必要性があり、権利濫用に
はあたらないと判断した。これに対して、最高裁
は、職種限定合意が認められる場合には、使用者
は労働者に対して、その個別の同意なしに配転を
命じる権利を有しないとして、配転命令権がある
ことを前提に権利濫用の判断をした原審について
誤りがあるとした。
　配転に関しては、東亜ペイント事件最高裁判
決１）において、就業規則等に配転条項が設けら
れることにより使用者に配転命令権が認められ、
配転命令権が認められる場合であっても、それを
濫用することは許されないという判断枠組みが示
された。この見解は、その後の裁判例の積み重ね
により判例法理としてこれまで定着してきた。こ
れは、使用者に広い裁量権を認め、使用者に柔軟
な雇用管理を可能としつつ、労働者の雇用の安定

を図ろうとするものである。もっとも、就業規則
等に配転命令権の根拠となる規定があるとして
も、労働者と使用者との間で職種等を明示・黙示
に限定する合意がある場合、使用者はその範囲を
超える配転を命じることはできない（労契法 7条
但書）。しかし、このことを明確に示した最高裁
判決はこれまで存在せず、本件一審・原審のよう
に、職種限定合意を認めながら他職種への配転も
認めうるとした下級審裁判例もある。このような
中で本判決は、労使間に職種限定合意がある場合、
使用者は労働者本人の個別的同意なしにその範囲
を超える配転を命じることはできない、というこ
とを明らかにした初めての最高裁判決としての意
義がある。また、従来の裁判例において職種限定
の合意は容易には認められてこなかったが、本件
においてはこれが認められている点も特徴的であ
る。そこで、以下では、職種限定合意の成否およ
びこれが認められる場合の配転命令権の可否につ
いて検討を行う（なお、本件においては、Ｘの精神
疾患発病に対するＹの安全配慮義務違反や賃金減額
の不利益変更についても争われているが、本稿では
配転に関する部分についてのみとり上げる）。

　二　職種限定合意の成否
　判例法理によれば、配転命令権の根拠は就業規
則の一般条項にあり、職種や勤務地について個別
に限定する合意がない限り、使用者には広く配転
命令権が認められ、あとは権利濫用の問題とな
る。とはいえ、権利濫用の判断においては、「余
人をもっては容易には替え難い」といった高度の
必要性までは要求されず、何らかの合理性があれ
ば業務上の必要性が認められる。その一方で、労
働者に「通常甘受すべき程度を著しく超える不利
益」を負わせるものとして権利濫用に該当すると
される事例は、労働者本人の病気や家族の介護と
いった事情がある場合などに限られている２）。最
近では、配転命令は労働者が培ってきた能力・経
験を活かすことができるという期待に大きく反す
るとして権利濫用を認めたケースもあるが３）、実
際にはほぼ無制約で使用者の配転命令権が認めら
れてきたといってよい。そのため、職種・勤務地
等の限定合意の有無は使用者による一方的な配転
命令権を制約するための重要な要素となるはずで
ある。
　ところが、多くの裁判例において職種限定合意
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は認められず、これが認められやすいのは医師や
大学教員など業務の専門性が高いケースにとどま
る４）。専門性が高くないケースにおいては、特定
の職種に長期間にわたり勤務していたとしても、
職種限定合意は容易には認められない。たとえば、
日産自動車村山工場事件５）は、熟練の機械工と
して長年就労してきた労働者の組立工への配転に
ついて、「機械工以外の職種には一切就かせない
という趣旨の職種限定の合意が黙示又は明示に成
立したものとまでは認めることができ」ないとし
て、これを有効と判断している６）。このように判
例は、採用時に「他の職種には一切就かせない」
という明確な合意がなければ職種限定合意の成立
を認めないという厳格な立場をとっている。
　このような判例の立場は、日本の長期雇用シス
テムを背景に、労働者の雇用を保障しつつ、使用
者に広範な命令権を認め、柔軟な人事管理を可能
とするものとして意義のあるものではある。たし
かに、職種限定の合意を認めると、職種を変更す
る手段は労働者の同意に限られることになり、同
意が得られない場合、配転はできないということ
になりえる。そのため、職種限定合意はあくまで
も例外的に認められるものと捉えられ、その認定
は厳格にすべきということになるのであろう。し
かし、使用者に広範な配転命令権を認めるために
職種限定合意を認めないというのは契約の解釈と
して不自然である。また、労働者が特定の職種に
長期間従事し、高い技能を身につけたような場合、
その後の職種変更は労働者にとって大きな不利益
となりえるのであり、労働者が職種を変わらない
ことの利益が考慮されない。職種や勤務地といっ
た労働条件は労働者にとって非常に重要なもので
あり、その決定・変更に際して、労働者の意思が
反映されないということは、労使対等決定原則（労
基法 2条、労契法 3条 1 項）という点からも問題
がある。
　このようなことから、学説においては、できる
だけ職種・勤務地限定合意を認定する方向で解釈
すべきという見解がある。これによれば、採用時・
採用後の労使間の交渉・折衝プロセスを踏まえて
契約内容を慎重に検討し、職種・勤務地限定の合
意を探る必要があるとされる７）。最近の裁判例に
おいても、明示の合意がなくても、採用の経緯、
業務の内容・特殊性、資格などから職種限定合意
を認定するものがある８）。

　本件の一審・原審は、ＸＹ間に明示の職種限定
合意はないとしている。しかし、Ｘが多数の技術
系の資格を有すること、機械技術者の応募に応じ
て採用されたこと、技術者として 18 年間勤務し、
Ａにおいて溶接のできる唯一の技術者であったこ
とから、「Ｘを機械技術者以外への職種に就かせ
ることはＹも想定していなかった」として、黙示
の職種限定合意を認めている。本件のＡは、採用
後 18 年もの長期間にわたって唯一の技術者とし
て勤務しているなど職種限定合意は認められやす
い状況にあったとはいえるが、労働契約の合理的
意思解釈によって緩やかに職種限定合意を認めた
一審・原審およびこれを支持した本判決は妥当で
ある。

　三　職種限定合意と使用者の配転命令権
　以上のようにして職種限定合意が認められる場
合、使用者の配転命令権は排除され、他職種への
配転は労働者の同意がある場合にのみ認められる
ことになる。就業規則等に配転条項がある場合で
あっても、職種を限定する特約があれば、これが
就業規則等の規定に優先するからである（労契法
7条但書）。
　しかし、従来の裁判例においては、職種限定合
意があっても使用者は労働者に対して他職種への
配転を命じることができるとしたケースがある。
前掲東京海上日動火災（契約係社員）事件は、職
種限定合意が認められる場合、使用者は原則とし
て労働者の同意がない限り他職種への配転を命ず
ることはできないが、労働契約の継続的な性格か
らして、職種の廃止などにより他職種への配転が
必要となる場合にまで、他職種への配転を命じる
ことができないというのはあまりに非現実的であ
り、当事者の合理的意思に合致しないとする。そ
して、職種限定合意がある場合であっても、他職
種への配転を命ずるについて正当な理由があると
の特段の事情が認められる場合には、他職種への
配転を有効と認めるものとした。また、前掲ジブ
ラルタ生命（旧エジソン生命）事件は、職種限定
合意を認めつつ、職種廃止が認められるとしても、
労働者の意向を十分に聴取し、十分協議しつつ、
可能な限り従前業務と同等かそれに近い職種に移
行できるよう丁寧で誠実な対応が信義則上求めら
れるとしたうえで、労働者のもっとも意に沿わな
い職種であり、待遇面でも明らかに不利益となる
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ことが明白であるとして、正当な理由のない配転
命令であるとした。これらの裁判例によれば、職
種限定合意があっても、特段の事情が認められた
り、丁寧で誠実な対応があったりすれば、使用者
による配転命令は可能ということになるが、これ
では労働契約において職種を限定したことの意義
が失われてしまう。
　本件の一審・原審は、黙示の職種限定合意の成
立は認めるが、Ａにおいて福祉用具改造・製作の
実施件数が大きく減少していたことからこの業務
を廃止する方針に合理性がないとはいえず、解雇
を回避するために総務課に配転することに業務上
の必要性が認められ、権利濫用にはあたらないと
判示している。このような見解は、長期雇用を前
提に契約を維持することを重視したものであると
いえ、労働者にとって雇用継続というメリットは
ある。ただ、この点を重視しすぎると、職種を変
更されないという労働者の利益が損なわれること
になる。また、本来であれば、たとえ就業規則等
に一般的な配転条項があったとしても、ＸＹ間に
職種限定合意が認められることにより、Ｙは配転
命令権を有しないはずである。それなのになぜＹ
はＸに配転を命じることができるといえるのか、
そして、不存在であるはずの権利の濫用をなぜ判
断できるのかといった点に疑問が生じる（そもそ
も権利濫用の判断は必要ないはずである）。
　これに対して、本判決は上記裁判例や一審・原
審を否定し、職種限定合意がある場合には、職種
の廃止等の事情があり、解雇を回避する目的が
あったとしても、使用者は労働者の同意を得るこ
となく他職種への配転を命じることはできないこ
とを明らかにした。ＸＹ間においては職種限定合
意が認められているのであるから、使用者の配転
命令権は制約されるというのは当然のことであ
る。最高裁は労働契約上の合意を重視したものと
いえ、この判断は妥当である。

　四　残された課題
　本件最高裁判決は、職種限定合意がある場合に
は使用者には配転命令権は存在しないとするもの
の、労働者の同意が得られれば他職種への配転も
可能となるとするものである。そうすると、問題
となるのは、職種限定合意のある労働者の配転に
ついて、どのような場合に配転合意が成立したと
いえるかということである。職種が限定されてい

る労働者に対して、この合意に反して別の異なる
職種への配転に同意を求めるということは、解雇
を回避するという目的があったとしても、労働者
にとって不利益な変更ということになる。した
がって、配転合意の成否の判断は慎重に行われな
ければならない。そのため、労働者がそれまで身
につけてきた技能やキャリアを活かせる職種、あ
るいは、従来の職種になるべく近い職種への配転
であることや、労働者への十分な情報提供、意見
聴取、説明、協議といった丁寧な対応を使用者が
とることが重要となるであろう。
　それでは、労働者の同意が得られず配転ができ
ない場合には、使用者は労働者を解雇することが
できるだろうか。このような場合の解雇は、使用
者側の事情による整理解雇ということになり、整
理解雇の 4要件に基づいた厳格な判断がなされ
ることになる。すなわち、①職種の廃止に必要性
があったか、②それまでに培った技能を活かせる
職種への異動を提案するなど解雇回避努力が尽く
されているか、③被解雇者選定の合理性があるか、
④協議・説明義務が尽くされているか、という点
から判断される。いずれにしても、職種の廃止と
いう事情があるからといって、職種限定合意のあ
る労働者を容易に解雇することはできない。

●――注
１）最二小判昭 61・7・14 労判 477 号 6頁。
２）明治図書出版事件・東京地決平 14・12・27 労判 861
号 69 頁、ネスレ日本事件・大阪高判平 18・4・14 労判
915 号 60 頁など。

３）安藤運輸事件・名古屋高判令 3・1・20 労判 1240 号 5頁。
４）医師について、地方独立行政法人市立東大阪医療セン
ター（仮処分）事件・大阪地決令 4・11・10 労判 1283
号 27 頁、大学教員について、学校法人医療福祉大学（仮
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